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事業の概要
（目的・内容）

町会振興事業

市民協働と地域コミュニティ

コミュニティの形成促進

【事業の目的】
地域コミュニティの活性化のため、住民自治の基本単位である町会・自治会を支援する。
【事業の内容】
○町会・自治会の設立・運営に関する助言
○羽曳野市連合区長会に対する助成金の交付（連合区長会助成、地域振興助成、町会運営・区長活動事業補助）
○羽曳野市連合区長会の事務局として、総会や７地区会長会議の開催事務
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廃止・休止

   （概ね現行どおり継続して実施） （実施方法の改善を検討する） （事業規模の縮小を検討する） （廃止・休止を検討する）
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 総合評価

継 続 改 善 縮 小

 今後に向けて（取組方針・具体的な改善改革案など）

地域コミュニティづくりや運営にあたり、当事業による支援は非常に効果がある。住民自治の実現に
向けて、加入率を高め、更なる地域の活性化を図っていくことが必要だと考えられる。

年に一度の総会や、７地区会長会議など積
極的にかかわりを持つことができている。

成果指標の実績値は目標値以上である
今後、より一層の町会への加入をめざし
て、行政と市民のつながりを深めていくこと
が必要である。

有効性

達成度
成果指標は前年度より向上している

事業費を削減する余地がない

国・府の事業や市の他事業と重複していない

市の他事業との統合や、事業の簡略化の余地がない

民間活力 （民間委託、NPO・ボランティアなど）の活用について検討
の余地がない （すでに活用しており、拡大の余地はないを含む）

協働性
事業の企画や実施にあたり、市民の意見を反映しているか、又、参
加、協力が得られているか

市民ニーズが高い （事業の拡充・継続の要望がある、又、活動指標
が増加傾向にあるなど）

地域のコミュニティづくりに向けた相談など
に対して助言を行っているとともに、町会運
営や連合区長会の事務支援を行っているこ
とから、市民ニーズは満たされていると考え
られる。

市民ニーズと比較してサービスの対象範囲や水準が適切か

他市の水準と比較しても、対象範囲や水準を見直す必要がない

事業を縮小、又は廃止・休止した場合の影響度が大きい

効率性

活動単位あたりコストが適切である （経年比較など）
町会や区長を支援することにより、地域コ
ミュニティづくりや行政との連携効率的に行
うことができていると考えられる。

使用料・手数料等の受益者負担の割合は適当である

人員を削減する余地がない
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